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離婚について教えて下さい。

＊詳細については、専門家に相談して下さい。

弁護士　北川ひろみ 弁護士登録名　北川ひろみ
所　　　　属　南舘・北川・伊藤法律事務所（名古屋市中区）
　　　　　　　愛知県弁護士会登録
　　　　　　　（南山大学大学院法務研究科〈法科大学院〉非常勤講師）
取 扱 分 野　商事（企業法務）・民事・家事

※個別の御相談は中川法人会事務
局を通してお願い申し上げます。

　日本でも離婚をするご夫婦が増えています。残念ながら離婚という事態
になったときには、決めなければならないことがいろいろあります。また、話
合いでまとまらないときには家庭裁判所で解決をすることになります。そこ
で、今回は離婚の手続きや話合いをすることがらについてご説明します。

Ｑ：離婚をするための手続を教えて下さい。
Ａ：離婚には、大きく分けて、①協議離婚、②調停離婚、③裁判離婚があります。協議離婚とは、文字通り、夫婦の話合いによ

り離婚をする場合で、離婚届け出用紙に記入して、役所に提出することになります。これに対し、②調停離婚と③裁判離婚
は、家庭裁判所の力を借りて離婚をする場合です。家庭裁判所に離婚の調停を申し入れ、調停という話合いの場でまとま
れば、調停離婚ということになります。調停でも話合いがまとまらない場合は、家庭裁判所に離婚の裁判を提起し、判決
か和解により解決をすることになります。離婚については、［調停→裁判］という順番で手続をとることになっています。

Ｑ：裁判では、必ず離婚が認められるのですか。
Ａ：そうとは限りません。裁判上、離婚が認められるためには、①相手に不貞行為があったとき、②相手に悪意で遺棄された

とき、③相手の生死が３年以上明らかでないとき、④相手が強度の精神病にかかり、回復の見込みがないとき、⑤その他
婚姻を継続しがたい重大な事由があるとき、に限られます（離婚原因）。このうち、⑤には、価値観・性格の著しい不一
致や相手方の暴力など、幅広い理由が含まれます。最近は、不貞をした側からの離婚請求のように責任のある配偶者から
の離婚請求についても、別居期間が長く、未成熟なお子さんがおらず、経済的な援助をするなどのいくつかの条件が整う
と、⑤にあたるとして、離婚が認められることもあります。

Ｑ：養育費はどのように決めるのですか。
Ａ：基本的には、お子さんの人数・年齢、夫婦それぞれの収入によって、話合いにより金額を決めます。家庭裁判所が養育費

の目安となるよう「養育費算定表」を定めていますので、参考にして下さい（http://www.courts.go.jp/）。約束した
養育費が支払われない場合には、支払の督促、差押えなどの方法により回収をはかることができます。また、離婚後、例
えば、収入が激減したなど、双方の事情によっては、養育費の増額・減額を請求することができます。この場合も、話合
いでまとまらないときには家庭裁判所に調停を申したてることになります。ちなみに、別居中の生活費は「婚姻費用」と
言って、これもお子さんの人数・年齢、夫婦それぞれの収入に応じて決めます。

Ｑ：子供との面会はどうなりますか。
Ａ：面接交渉と言って、離婚後も親子として面会することができます。離婚時に面会する回数や方法などを決めておくと、ス

ムーズに面会を実現することができます。

Ｑ：では、財産分与について教えて下さい。
Ａ：財産分与とは、夫婦が婚姻中に協力して得た共有財産を分与することをいいます。例えば、婚姻後に手に入れた自宅や預

貯金、保険、株式などです。従って、双方が婚姻前から持っている蓄えや資産、婚姻後であっても相続で得た財産などは、
共有財産ではなく特有（固有）財産ですから、分与の対象にはなりません。また、借金などのマイナスの財産も分与の対
象になりますから、必ずしもプラスの財産を分け合うだけとは限りません。次に、分与の割合は、共有財産をつくりあげ
てきた経過等の事情によって変わってはきますが、基本的には２分の１づつ平等に分け合うことになっています。なお、
財産分与は、離婚後２年間であれば請求することができます。

Ｑ：慰謝料についても教えて下さい。
Ａ：不貞など相手方の有責行為によって離婚をすることになってしまった場合には、その精神的苦痛について慰謝料を請求す

ることができます。離婚と言うと必ず慰謝料を思い浮かべるかたもおられますが、必ずしも慰謝料の支払がセットになっ
ているわけではありません。

Ｑ：年金分割はどのように行うのですか。
Ａ：まず、社会保険事務所などで情報提供の手続を行います。それから、分割の割合について話合い、話合いがまとまったら

公正証書を作成するなどして、社会保険事務所などで手続をとります。話合いがまとまらなければ、家庭裁判所で調停・
審判を申し立て、分割割合を決めてから、手続をとります。

Ｑ：では、離婚をするときには、どんなことを話し合うのですか。
Ａ：まず、お子さんがいる場合には、親権者をどちらにするか、決めなければなりません。
　　それから、お子さんの養育費をどうするか、お子さんとの面接、夫婦の財産分与や慰謝料、年金分割などを話合います。
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労務相談室
第11回

所　属　愛知県社会保険労務士会
労働問題研究会（アイチ士業ネットワーク）
ＮＰＯ法人中部日中経済交流会

役　職　愛知県社会保険労務士会名古屋西支部幹事
愛知中央ＳＲ経営労務センター理事

その他　企業勤務経験を活かした労務管理を得意分野とする。
※個別のご相談は中川法人会事務局を通してお願いします

特定社会保険労務士　大倉 昭治（あらた経営労務事務所）

メンタルヘルス その２
～メンタルヘルス不調者が発生した時どうするのか～

　近年、職場生活において強いストレスを抱え、心の健康問題を抱える労働者が
増加傾向にあり、欠勤・休職・離職が急増しています。企業にとって、職場生活
のストレスによるメンタルヘルス不調者への対策を整えることは重要課題となっ
ており、シリーズでこの問題および対策を採り上げてまいります。

　ここ３ヶ月間激しい頭痛やめまいがするといって欠勤と出勤を交互に繰り返す社員がいます。
本人は職場のストレスが原因だというので、一度心療内科の先生に診てもらって診断書を出すよう
にいいましたが、応じてくれません。しばらくの間休んで治療に専念させることはできるもので
しょうか。心の病にかかったと思われる社員を休職させるときに、特に気をつけることがあれば教
えて下さい。

A 多くの企業様では、就業規則を作成のうえ社員の方々に周知されていらっしゃることと思いま
す。質問の事案に対しスムーズに対応ができるかどうかは、この就業規則が問題が起きたときにキ
チンと対応できる役にたつ就業規則なのかどうかにかかっているといっても過言ではありません。
　会社（使用者）と社員（労働者）の関係は、労働契約の上に成り立っている訳ですが、この契約
は、労働者が使用者に労務を提供し、その見返りとして使用者が労働者に賃金を支払うという関係
にあります。契約当事者の一方である労働者がその義務（労務提供）を履行できない場合、債務不
履行として解雇が議論されるのが原則といえます。休職とは、労働者に労務提供ができない事由が
生じた場合に、使用者がその労働者に対して労働契約関係自体は存続させつつ労務提供を免除する
こと、または拒否することであるといえます。休職は解雇猶予措置であるともいわれます。

　休職を会社から労働者への命令権として取得するためには、就業規則に休職規定を設ける必要があります。このへんがあいま
いだと休職が労働者の当然の権利と理解されてしまう危険性があります。
　休職期間の決め方も重要です。会社を治療のため休ませるということは、他の社員及び会社に負担がかかることになり、特に
人数の限られている企業では大変です。当職としては（特に中小企業様には）休職期間を例えば３ヵ月位と短めに設定されるこ
とをお勧めしています。なお、休職期間の延長可能規定もあった方がいい場合もあるでしょう。
　メンタルヘルス不調者が精神疾患にかかっていることが疑われる場合には直ちに具体的な指示ができるように、就業規則に
「会社指定の専門医への受診命令」を入れておくべきです。社員が病院への受診を拒否したので企業としてそのまま何もしな
かったとして、企業としての安全配慮義務違反に問われる危険のないようにしてください。
　専門医に診断してもらい、医師の診断書に「就労不能であり、通院加療○ヵ月を要する」と記載されていれば本人が休職事由
に該当することが明確となり休職命令を下すことができます。

Q1

？

　職場復帰した後にすぐに休職に戻る状態が、数年続いています。会社に籍だけはありますが、ほ
とんど出社せずに休職期間が終了する直前になると出社し、またすぐに休職するのです。欠員と
なったままなので周囲の社員の実務的負担や心理的負担が大きくなっています。このような場合は
解雇はできないのでしょうか。

いままでの話は、メンタルヘルス不調者
が私傷病の場合です。次回はパワーハラ
スメントについて取り上げます。

A 心の病の場合は、再発を繰り返すため本人も辛いと思います。故意にそのように繰り返してい
るわけではないと思うのですが、このような状態が数年にわたるとなると周囲の社員の負担が大き
くなり、職場の中での人間関係の悪化や過重労働の誘引にもなりかねません。またその結果、第
２、第３の心の病になる社員がでてくる可能性もあります。そのため、多くの会社様では、就業規
則に次のような休職期間通算規定を置きます。
1.社員が復職後○ヵ月以内に同一ないし類似の事由により欠勤ないし通常の労務提供をできない状
況に至ったときは、復職を取り消し、直ちに休職させる。
2.前項の場合の休職期間は、復職前の休職期間の残期間とする。
　この規定により、定められた休職期間が満了したのであれば、解雇ではなく休職期間満了による
自然退職となります。

Q2

うつ病発見のための「ケチな飲み屋」のサイン

うつ病の可能性がある業務上の
６つのサイン（兆候）
をあらわしたもの
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